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 地域にとってキャッシュレス決済により生成されるデータを活用することの意義は十分見出されるが、決済データ等が分散して存在する中で、必要なデータを取得
し、適切に取扱うにあたり大きな課題に直面している。

 決済データ利活用の地域モデル実証を行い、ガイドラインを作成することで、ユースケースの他地域への横展開を進め、経済活性化等の地域課題解決に寄与。

• 地域でのキャッシュレス化を推進するため、地域で決済・購買データを幅広
く活用できる環境を整備する。具体的には、令和2年度に構築した「地域
のデータ利活用基盤」に集約・分析された決済データ等を、地域の店舗や
事業者が主体的に利用することを可能とするための実証事業を実施する。

• 地域のデータ利活用基盤に集約・分析された決済データ等を、地
域の店舗や事業者が主体的に利用することができるための実証事
業を実施する。

• 実証事業により、データの利用にあたって地域の店舗等が留意す
べき事項等を整理したガイドラインや地域のデータ利活用基盤との
間の標準インターフェースの整備等を行い、地域のあらゆる主体が
決済データを幅広く活用できる環境を整備する。

（１）実施内容
・ パーソナルデータの取扱、研修体制の整備
等地域のデータ利活用基盤を利用するに
あたり留意すべきルール等を検討し、ガイド
ラインを作成。
・ 地域のデータ利活用基盤との間の標準イン
ターフェースの整備を実施。

（２）期待効果
・ 店舗等の地域事業者は、独自の判断
（対象範囲やタイミング等）で個人に対する
リコメンドを送れるようになるため、効果的な
集客が可能。
・ 移動販売等を検討する地場スーパー、
MaaSを検討する交通事業者、健康ポイント
の付与を検討する自治体等、地域の多様な
主体による活用が可能。
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関連事例

令和２年度総務省事業「地域における決済データ等の利活用に係る調査」
買物難民支援モデル（和歌山県田辺市）
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